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付注１－１ GDPギャップの推計方法について

１．推計方法
GDPギャップの定義は、（現実のGDP－潜在 GDP）／潜在 GDP。内閣府で推計して

いる潜在GDPは、「経済の過去のトレンドから見て平均的な水準で生産要素を投入し
た時に実現可能なGDP」と定義しているが、２０１１年１－３月期においては、東日本大
震災による供給制約を加味した調整を行っている。推計方法については以下の通り。

（１）下記のコブ・ダグラス型生産関数を想定。現実の成長率から資本と労働の寄与以外
の部分（ソロー残差）を算出し、全要素生産性を推計。

Y＝A（KS）a（LH）（１－a）

ただし、Y ：生産量（実質GDP）
KS：資本投入量（K：資本ストック、S：稼働率）
LH：労働投入量（L：就業者数、H：労働時間）
A ：TFP（全要素生産性）
a ：資本分配率（０．３３と想定）

上式の両辺を LH で除し、対数変換した下記の式に現実の資本・労働投入量等を代
入して A を求め、HP（Hodrick-Prescott）フィルタにより平滑化した値を全要素
生産性として使用。
ln（Y /LH）＝lnA＋a ln（KS /LH）

（２）潜在的な資本・労働の寄与に（１）で推計した全要素生産性を加え、潜在GDPを計測
（変数の右上の＊は潜在を表す）。

exp［ln（Y＊）］＝exp［lnA＋aln（K＊S＊）＋（１－a）ln（L＊H＊）］

２．具体的変数
（１）資本投入量

現実投入量：製造業資本ストック（取付ベース前期末値）×製造工業稼働率
＋非製造業資本ストック（同）×非製造業稼働率

なお、非製造業の稼働率の算出に当たっては、まず製造業について計算上の稼働率
指数（＝生産指数／資本ストック）を計算し、計算上の稼働率指数と実際の稼働率指
数との間に見られる関係を非製造業についても適用することで試算（非製造業の生産
指数としては、第３次産業活動指数を利用）。
民間企業資本ストックは、実質化手法に連鎖方式が導入されていないため、８０年以

降の資本ストック系列を次の方法で新たに作成した。まず、８０年第１四半期の民間企
業資本ストックをベンチマークに連鎖方式QEの民間企業設備を積み上げ、その上
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で、次式で算出。
民間企業資本ストック（８０年第２四半期以降、試算値）（新）＝

（８０年第１四半期のK（旧）＋投資の累積（新））×かい離率
※Ｋは民間企業資本ストック、（新）は連鎖方式、（旧）は固定基準年方式。
※かい離率は、各期の民間企業資本ストック（旧）を、８０年第１四半期の民間企
業資本ストック（旧）をベンチマークに固定基準年方式QEの民間企業設備（旧）
を積み上げたもので割ったもの。

潜在投入量：製造業資本ストック（取付ベース前期末値）×潜在製造工業稼働率
＋非製造業資本ストック（同）×潜在非製造業稼働率

なお、潜在製造工業稼働率と潜在非製造業稼働率は、製造業・非製造業の稼働率を
被説明変数としておのおの日銀短観の「生産・営業用設備判断DI」で回帰し、景気
要因を除去したもの。

（２）労働時間
現実投入量：総実労働時間（３０人以上の事業所データ）
潜在投入量：総実労働時間をHPフィルタにより平滑化。

（３）就業者数
現実投入量：就業者数。
潜在投入量：「（１５歳以上人口×トレンド労働力率）×（１－構造失業率）」。
なお、トレンド労働力率は、労働力率（労働力人口／１５歳以上人口）にHPフィル

タをかけたもの。構造失業率は、UV分析による失業率と欠員率の関係から推計し、
HPフィルタにより平滑化したもの。

３．その他の留意点
上述の具体的変数を計算する過程においては、原数値への季節調整や基準年を固定す

ることによる指数化、公的資本が民間資本に移行した際の影響除去等を行っている。
また、２０１１年１－３月期の潜在GDPの試算においては、東日本大震災による電力供

給制約・サプライチェーンの寸断等による供給制約を踏まえ、潜在稼働率の調整を行っ
た。具体的には、震災後（３月１１日～３月３１日）の潜在稼働率については、現実の稼働
率の２月から３月の低下率を供給制約とみなし、一時的に落とした値を用いている。こ
の結果、２０１１年１－３月期の潜在GDPは、震災による資本ストックの毀損や供給制約
により、実質年率換算６兆円程度（潜在GDP比１％程度、前期比年率－３．９％程度）
押し下げられたと試算される。
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４．データの出典
実質GDP ：内閣府「国民経済計算」
資本ストック：内閣府「民間企業資本ストック」
稼働率 ：経済産業省「鉱工業指数」「第３次産業活動指数」、

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
労働時間 ：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
就業者数 ：総務省「労働力調査」
構造失業率 ：総務省「労働力調査」

厚生労働省「毎月勤労統計調査」「職業安定業務統計」
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付注１－２ 購入頻度別の消費者物価指数について

第１－２－１図（２）の購入頻度別の消費者物価指数について、各階層における含まれる
主な品目は以下のとおり。
０．５回未満 ……………パソコン、テレビ、カメラ
０．５回～１．５回未満……被服関係
１．５回～４．５回未満……外食関係、灯油、タクシー代
４．５回～９．０回未満……都市ガス、プロパンガス、移動電話通信料
９．０回～１５．０回未満 …電気代、ガソリン、食料品（米など）
１５．０回以上……………食料品（パン、肉など）
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物価予想
説明変数 インフレ転換（１） デフレ転換（２） その他（０）

定数項
－３．１１９８

－１９９．７１＊＊＊
－

－３．１３３９
－１９８．８２＊＊＊

－ －

暮らし向き
－０．０４８５

－１．６５＊
－０．００２０

０．０６６１
２．２４＊＊

０．００２６ －０．０００６

収入の増え方
０．０１３０

０．４５
０．０００５

－０．０２３３
－０．８１

－０．０００９ ０．０００４

雇用環境
０．０１４７

０．６６
０．０００６

０．００２５
０．１１

０．０００１ －０．０００６

耐久消費財の買い時
－０．１４３９

－６．２４＊＊＊
－０．００５８

０．１３７５
５．９４＊＊＊

０．００５５ ０．０００３

資産価値
０．０７６２

３．１６＊＊＊
０．００３１

－０．０７６６
－３．１０＊＊＊

－０．００３１ ０．００００
各サンプル数 ４，３６８ ４，３１９ ９８，２３５
全サンプル数 １０６，９２２
対数尤度 －３６０８４．１８９

＊物価予想＝その他（０）を基準とする

（備考）１．内閣府「消費動向調査」の２００９年１月～２０１０年１２月調査を用い、多項ロジット
モデルにより推計。

２．上段は係数、中段は漸近的ｔ値、下段は限界効果。＊＊＊、＊＊、＊は係数の
ｔ値がそれぞれ１％、５％、１０％水準で有意であることを示す。

３．被説明変数は、物価予想の変化（１＝インフレ予想への転換世帯、２＝デフレ
予想への転換世帯、０＝その他）であり、インフレ、デフレ予想への転換世帯
の定義は第１－２－５図と同様。
説明変数は、今後半年間の暮らし向き、収入の増え方、雇用環境（職の安定性、
みつけやすさ）、耐久消費財の買い時、所有している株式・土地などの資産価
値に関する質問に対する「前月の回答番号－今月の回答番号」。回答番号は、
１から５の順に悪化する５段階。

付注１－３ 物価予想の転換要因の分析について

第１－２－７図の推計結果は次のとおり。
推計結果
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付注１－４ 構造的・循環的財政収支の推計について

１．構造的・循環的財政収支の推計方法の考え方
景気変動の影響を受ける（すなわち、自動安定化機能を持つ）歳入・歳出項目として、

歳入面では、所得税、法人税、間接税、社会保障負担、歳出面では、雇用保険支出を取
り上げ、景気循環要因を取り除いた構造的財政収支を推計する。

まず、経済がその潜在GDP水準を実現した際の財政収支には、景気循環要因はゼロ
であると考える。ここで用いる潜在GDPは、過去のトレンド的な労働量と資本量を投
入して持続的に生産可能な値である。潜在GDPが実現されていると仮定した場合に、
年度毎の税収及び政府支出がどのような値になるかを、現実の税収及び政府支出から、
潜在GDPと現実の GDPの比率と、それぞれの税目及び政府支出についてのGDP弾性
値を考慮して計算し、構造的財政収支を導出する。

構造的財政収支（推計値）
＝トレンドGDPに対応する歳入－トレンドGDPに対応する歳出

具体的には、

Ti
＊

Ti
＝ Y＊

Y

ai

，G
＊

G
＝ Y＊

Y

β

各税目の収入を合計し、政府支出を引くと、

B＊＝∑Ti（Y＊/Y）ai－G（Y＊／Y）β

B＊ ：構造的財政収支
Ti ：税目 i の政府収入
Ti
＊ ：税目 i の構造的な政府収入

Y ：GDP
Y＊ ：潜在 GDP
G ：政府支出
G＊ ：構造的な政府支出
ai ：税目 i のGDP弾性値
β ：政府支出のGDP弾性値
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実質GDP弾性値
所得税 ０．９３

社会保障負担 ０．５４
法人税 １．９９
間接税 １．００
政府支出 ０

なお、政府支出のGDP弾性値（β）は雇用保険支出の循環的変動のみを反映すると
考え、雇用保険支出のGDP弾性値を当該支出が政府支出に占めるウエイトでかけたも
のを用いている。雇用保険支出の政府支出全体に占めるシェアが非常に小さいことを踏
まえると、政府支出のGDP弾性値は、概ねゼロと近似できる。

循環的財政収支は、現実の財政収支から構造的財政収支（推計値）を差し引くことで
求められる。

循環的財政収支 ＝ 財政収支の実績値 － 構造的財政収支（推計値）

２．構造的財政収支の推計に必要な弾性値について
景気変動の影響を受ける歳出・歳入項目の実質GDP弾性値は、それぞれ以下の値を

用いた。

（注）上記の弾性値は、所得税については２０１０年度の制度、社会保障負担については
２０１０年度の標準報酬月額表（１０月の厚生年金保険料率引上げ前）に基づき試算し
た。

推計方法等は、西崎・水田・足立（１９９８）「財政収支指標の作り方・使い方」（エコノ
ミック・リサーチNo．４、経済企画庁経済研究所編、１９９８年１１月）、OECD（２０００）“The
size and role of automatic fiscal stabilizers in the １９９０s and beyond, Economics De-
partment Working Papers No．２３０”を参考にした。

なお、法人税収のGDP弾性値の推計にあたっては、OECD（２０００）を参考に、所得
税の課税ベースのGDP弾性値と法人税の課税ベースのGDP弾性値は、労働分配率と
資本分配率で加重平均すると１になるとの前提をおいている。
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付注１－５ 政府のバランスシートの作成について

「国民経済計算」の一般政府の資産・負債データに、次の３つの要素を補完し、政府のバ
ランスシートを作成する。

１．非金融資産について、政府部門（中央政府、地方政府、社会保障基金）別の年度末値を
推計する１。推計には、「国民経済計算」のストック推計で用いられているベンチマーク・
イヤー法を用いる。
まず、１９８０暦年末のストック額に１９８１暦年の純投資額（フロー）の４分の１を加えたも

のを１９８０年度末のストック額とし、これをベンチマークとする。この値に１９８１年度以降の
純投資額等を合計し、２００９年度末までのストック額を得る。
なお、ストック額については、「国民経済計算」上の内訳である在庫、固定資産、土地

ごとに推計を行った。政府部門ごとの数値については、土地に関しては、政府部門ごとの
内訳（暦年末値）が得られるため、推計した一般政府の年度末値を、この比率を用いて分
配した。また、在庫、固定資産に関しては、１９８０年度以降の純投資額累積値の比率を用い
て一般政府のベンチマークの値を政府部門別に分配し、その後、政府部門ごとに２００９年度
末までの推計を行った。

２．退職金債務については、ある時点で政府部門が清算されると想定した場合の所要支払額
と考え、各部門に勤務する全職員が仮にストック・データ作成時点で自己都合退職すると
想定した場合に要する支払金額を計上する。
国家公務員については、同じ考え方に基づく退職金債務が、「国の財務書類」（財務省）

において「退職手当に係る引当金」として公表されているため、この値を用いている。た
だし、この中には、「国民経済計算」上、社会保障基金に位置づけられる特別会計（労働
保険、船員保険、年金）の支払額も含まれているため、その分は社会保障基金に計上し、
残りを中央政府に計上している。
地方公務員については、「地方公務員給与実態調査」（総務省）から得られる経験年数別

の職員数に各平均給料月額及び経験年数に基づく退職手当支給率（自己都合退職の支給率）
を乗じて算出している。
なお、独立行政法人や国立大学法人など、「国民経済計算」において一般政府に分類さ

れる政府関係諸機関の退職金債務については、経験年数別のデータ等が入手できないた
め、ここでは捨象している。

注 （１）「国民経済計算」は、非金融資産について暦年末の値しか公表していない。また、非金融資産のうち生産資産に
ついては、一般政府の値しか公表されておらず、中央政府、地方政府、社会保障基金それぞれの値が取得できな
い。
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３．公的年金に関する負債には様々な捉え方があるが、ここでは、保険料収入分は雇用者、
被保険者により負担されるため政府の将来の負債とはせず、将来の年金給付に充てられる
積立金分を計上することを基本としつつ、過去期間対応の給付現価のうち公費負担分につ
いても別途推計を行う。年金制度は、厚生年金、国民年金、共済年金（国家公務員、地方
公務員、私学、農林）を対象としている。
年金積立金は、各年金制度が当該時点で保有する積立金の金額を、資産との見合いで社

会保障基金に負債計上している。
また、別途推計する公費負担分（過去期間対応分に限る）は、当該時点で作成されてい

る各年金制度の財政見通しを基に、過去期間に対応する公費負担の額を作成時点の価格に
割り戻して計上している。これらのデータには、「平成１１年財政再計算」及び「平成２１年
財政検証」を基にした試算値２を使用しているが、このうち、１９９９年度末の地方公務員共
済年金の値については、当該データが得られなかったため、国家公務員共済年金の値に年
金適用者数の比率（国家公務員共済年金適用者に対する地方公務員共済年金適用者の割合）
を乗じて推計している。また、２００９年度末の国家公務員共済年金及び地方公務員共済年金
の値については、両者の合算値が公表されており、これを各年金適用者数に応じて按分す
ることにより推計している。これらは、公費負担の主体に応じて、中央政府と地方政府に
それぞれ計上している。

注 （２）給付現価を計算する際の割引率は、「平成１１年財政再計算」、「平成２１年財政検証」それぞれの運用利回りの前提
（「平成１１年財政再計算」では４．０％（過去７年間に資金運用部に預託した分の利回りは別途考慮）、「平成２１年財
政検証」では２０１０年度１．８％から２０１９年度にかけて４．０％まで徐々に上昇し２０２０年度以降４．１％で一定）が用いられ
ている。
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付注１－６ 財政再建期間の定義と該当国・時期について

第１－３－８、９、１０図における財政再建期間、成長加速国・低下国の定義及びそれに該
当する国・時期は次のとおり。

１．定義
財政再建開始期：構造プライマリーバランスの潜在GDP比が１年で１％ポイント以上

改善するか、２年間で１％ポイント以上改善し、その初年度に０．５％
ポイント以上改善した年。

財政再建終期：構造プライマリーバランスの潜在GDP比が悪化するか、改善幅が
０．２％ポイント以下にとどまるとともにその翌年悪化した年。

※なお、構造プライマリーバランスの潜在GDP比はOECD推計値を用いた。

成長加速国：上記定義による財政再建期間及び財政再建後３年の平均GDP成長率と財
政再建前３年の平均GDP成長率の変化幅が０％以上であった国・期間。

成長低下国：上記定義による財政再建期間及び財政再建後３年の平均GDP成長率と財
政再建前３年の平均GDP成長率の変化幅が０％未満であった国・期間。

２．該当国・時期（下線は成長加速国・期間）
オーストラリア： １９７９－８０，１９８６－８８，１９９４－９８，２００２－０３
オーストリア： １９８１，１９８４，１９９２，１９９６－９７，２００１，２００５
ベルギー： １９８２，１９８４－８７，１９９３－９８，２００６
カナダ： １９８１，１９８６－８８，１９９４－９７
デンマーク： １９８３－８６，１９９９，２００４－０５
フィンランド： １９８１，１９８４，１９８８－８９，１９９４，１９９６－９８，２０００
フランス： １９７９－８０，１９８３－８５，１９８７，１９９４，１９９６－９９
ドイツ： １９９３－９４，１９９６－１９９９，２００５－０７
ギリシャ： １９８２－８３，１９８６－８７，１９９０－９４，１９９６，１９９８，２００５－０６
アイスランド： １９８４，１９８７，１９９０－９２，１９９５－９７，１９９９－２０００，２００３－０６
アイルランド： １９８２－８４，１９８６－８９，１９９３－９４，２０００，２００３－０４，２００６
イタリア： １９８０，１９８２－８３，１９９０－９３，１９９５－９７，２００７
日本： １９７９－８７，２００１，２００４－０７
ルクセンブルク： １９９３－９７，２０００
オランダ： １９８１－８３，１９８５，１９８８，１９９１，１９９３，１９９６，２００４－０５
ニュージーランド：１９８７，１９８９，１９９１－９４，２０００，２００２
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ノルウェー： １９８３，１９８６，１９９４－９７，１９９９－２０００，２００４－０７
ポルトガル： １９８２－８４，１９８８，１９９２，１９９５，２００２－０３，２００６－０８
スペイン： １９８３，１９８６－８７，１９９２，１９９４－９７，２００５－０６
スウェーデン： １９８１，１９８３－８４，１９８６－８７，１９９４－９８，２０００，２００４－０５，２００７
スイス： １９９４－９６，１９９９，２００５－０８
英国： １９７９－８２，１９９４－２０００
アメリカ： １９８１，１９８７－１９８９，１９９３－９８，２００５－０６

（参考文献）
Guichard, Stephanie, Mike Kennedy, Eckhard Wurzel and Christophe André（２００７）．
“What Promotes Fiscal Consolidation: OECD Country Experiences” OECD Econom-

ics Department Working Papers No５５３．
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付注２－１ グラビティモデルの推計結果

内閣府（２００８）を参考にして、下記項目について、説明変数にFTAを加えたグラビティ
モデルを推計した。

（１）推計式
①輸出額

ln（Export）＝α０＋α１×ln（GDPph１）＋α２×ln（GDPph２）
＋α３×ln（Distance）＋α４×ln（GDP１）＋α５×ln（GDP２）
＋α６×（Comlang）＋α７×（Border）＋α８×（FTA）

Export：実質輸出額、GDPph１：輸出国の一人当たり実質GDP、
GDPph２：輸入国の一人当たり実質GDP、Distance：２国間の距離、
GDP１：輸出国の実質GDP、GDP２：輸入国の実質GDP、
Comlang：共通言語ダミー、Border：国境共有ダミー、FTA：FTA締結ダミー

②対内直接投資額
ln（FDI）＝α０＋α１×ln（GDPph１）＋α２×ln（GDPph２）

＋α３×ln（Distance）＋α４×ln（GDP１）＋α５×ln（GDP２）
＋α６×（Comlang）＋α７×（Border）＋α８×（FTA）

FDI：対内直接投資額、GDPph１：投資受入国の一人当たり実質GDP、
GDPph２：投資国の一人当たり実質GDP、Distance：投資受入国への距離、
GDP１：投資受入国の実質GDP、GDP２：投資国の実質GDP、
Comlang：共通言語ダミー、Border：国境共有ダミー、FTA：FTA締結ダミー

③訪日外国人数
ln（Travel）＝α０＋α１×ln（GDPph１）＋α２×ln（GDPph２）

＋α３×ln（Distance）＋α４×ln（POP２）
＋α５×（Comlang）＋α６×（Border）＋α７×（FTA）

Travel：旅行者数、GDPph１：旅行先の一人当たりGDP、
GDPph２：旅行者の出身国の一人当たりGDP、Distance：旅行先への距離、
POP２：出身国の人口、Comlang：共通言語ダミー、Border：国境共有ダミー、
FTA：FTA締結ダミー
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全期間 １９９０年代 ２０００年代
α０

（t 値）
－３２．４０

（－２７１．５９）
－３１．５３

（－１７４．１０）
－３２．５４

（－２１４．９７）
α１

（t 値）
０．４７

（９５．９４）
０．５５

（６８．４７）
０．４３

（６８．７１）
α２

（t 値）
０．３３

（６８．２０）
０．３９

（５１．４３）
０．２９

（４７．１２）
α３

（t 値）
－１．１８

（－１６８．８０）
－１．１０

（－１０３．１２）
－１．２３

（－１３３．４８）
α４

（t 値）
１．１４

（３６９．６３）
１．０６

（２１７．８４）
１．１９

（２９９．１４）
α５

（t 値）
０．８３

（２９４．９９）
０．８２

（１８５．８４）
０．８４

（２２９．６７）
α６

（t 値）
１．１２

（８２．２１）
１．１２

（５２．４７）
１．１１

（６３．０２）
α７

（t 値）
０．６７

（１８．６５）
０．６４

（１１．５３）
０．６８

（１４．６５）
α８

（t 値）
０．４４

（３３．９１）
０．５４

（２４．４１）
０．４０

（２３．９９）

※年ダミーを回帰分析に加えたが、上記には示していない。

④留学生数
ln（Student）＝α０＋α１×ln（GDPph１）＋α２×ln（GDPph２）

＋α３×ln（Distance）＋α４×ln（POP２）
＋α５×（Comlang）＋α６×（Border）＋α７×（FTA）

Student：留学生数、GDPph１：留学先の一人当たり実質GDP、
GDPph２：留学生の出身国の一人当たり実質GDP、Distance：留学先への距離、
POP２：留学生の出身国の人口、Comlang：共通言語ダミー、
Border：国境共有ダミー、FTA：FTA締結ダミー

（２）推計結果
①輸出額
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全期間 １９９０年代 ２０００年代
α０

（t 値）
－１８．５７

（－３４．６２）
－１２．０９

（－１３．７５）
－２１．９３

（－３２．７８）
α１

（t 値）
０．８８

（２４．３０）
０．６６
（９．６７）

１．００
（２２．９３）

α２
（t 値）

０．８１
（３８．５０）

０．７０
（２０．７８）

０．８６
（３２．５３）

α３
（t 値）

－０．０６
（－２．８８）

０．０２
（０．５２）

－０．１１
（－４．３８）

α４
（t 値）

０．３８
（２１．３５）

０．２６
（７．３０）

０．４２
（２０．０３）

α５
（t 値）

－０．１７
（－１９．２１）

－０．２０
（－１４．６４）

－０．１３
（－１１．２０）

α６
（t 値）

０．５５
（７．５２）

０．４６
（４．４５）

０．６０
（５．９７）

α７
（t 値）

１．５６
（１５．２４）

１．４５
（９．４４）

１．６４
（１２．２２）

α８
（t 値）

１．１１
（１９．５２）

１．１１
（１１．６４）

１．１０
（１５．６０）

※年ダミーを回帰分析に加えたが、上記には示していない。

全期間 １９９０年代 ２０００年代
α０

（t 値）
－１２．１７

（－４４．７６）
－９．６８

（－１７．４３）
－１３．３４

（－４３．６１）
α１

（t 値）
０．８１

（３６．７７）
０．８５

（１８．２２）
０．７８

（３１．６２）
α２

（t 値）
０．６５

（８９．７５）
０．６３

（４３．７８）
０．６７

（７９．９９）
α３

（t 値）
－０．４１

（－３３．７９）
－０．４７

（－１９．４０）
－０．３９

（－２８．０１）
α４

（t 値）
０．６２

（８７．９３）
０．４９

（３８．２２）
０．６９

（８１．８８）
α５

（t 値）
０．５３

（１４．３８）
０．４０
（５．６２）

０．６１
（１４．０６）

α６
（t 値）

１．９２
（２６．６８）

１．８９
（１３．７６）

１．９２
（２２．９３）

α７
（t 値）

１．７３
（４８．２９）

１．５１
（２０．６６）

１．８１
（４４．３１）

※年ダミーを回帰分析に加えたが、上記には示していない。

②対内直接投資額

③訪日外国人数
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全期間 １９９０年代 ２０００年代
α０

（t 値）
－１２．７７

（－５８．３７）
－１１．００

（－１６．２５）
－１２．９５

（－５６．２３）
α１

（t 値）
０．９９

（５７．０８）
０．８７

（１６．１１）
１．００

（５４．７９）
α２

（t 値）
０．２１

（３３．９４）
０．２０

（１０．２４）
０．２１

（３２．３６）
α３

（t 値）
－０．２４

（－２４．９２）
－０．２６

（－８．２１）
－０．２４

（－２３．５７）
α４

（t 値）
０．４２

（６８．０５）
０．３９

（１９．６４）
０．４２

（６５．１５）
α５

（t 値）
１．２１

（４０．０５）
１．１９

（１２．３１）
１．２１

（３８．１１）
α６

（t 値）
１．７４

（２５．９６）
１．５６
（７．３１）

１．７６
（２４．８８）

α７
（t 値）

０．３３
（１１．２３）

０．４３
（４．０５）

０．３２
（１０．５５）

※年ダミーを回帰分析に加えたが、上記には示していない。

（備考）UN. Comtrade、WDI、OECD. Stat などにより作成。

④留学生数

付
注

付注

３１３



付注２－２ 輸出品目及び輸出の所得要素

Ricardo Hausmann, Jason Hwang and Dani Radrik（２００５）を参考にして、輸出品目の所
得要素（PRODY指標）と輸出の所得要素（EXPY指標）を計算した。具体的な計算方法は
下記のとおり。

（１）輸出品目の所得要素（PRODY指標）の計算

PRODYk＝∑j

xjk
Xj

∑j
xjk
Xj

×Yj

PRODYk：品目 kの PRODY指標、j：国、k：品目、
Xj：j 国の輸出総額、xjk：j 国の品目 k の輸出額、
Yj：j 国の一人当たり実質GDP（ただし、日本を１００とした相対値とした。）
ここでは、輸出額に占める品目 k の割合を世界各国について合計したものに対する、j

国の輸出額に占める品目 k の割合を計算し、j 国の一人当たり実質GDPを乗じたものを
世界各国について合計したものを品目 k の PRODY指標として計算している。（ ）内の
前半部分は、品目 k についての世界各国の平均的な輸出割合に対する j 国の偏りを表す。
後半部分は、一人当たり実質GDP、すなわち所得の高さを表す。このことから、（ ）内
の数値は、所得の高い国が、品目 k について、平均より高い輸出比率を持てば高くなる。
この数値を合計したものが品目 k の PRODY指標となり、所得の高い国で輸出比率の高
い品目が高い数値を示す。今回の計算では、所得について日本を１００とした相対値を用い
た。

（２）輸出の所得要素（EXPY指標）の計算

EXPYi＝∑l
xil
Xi
×PRODYl

EXPYi：i 国のEXPY指標、i：国、l：品目、
Xi：i 国の輸出総額、xil：i 国の品目 l の輸出額、
PRODYl：品目 l の PRODY指標
i 国のEXPYは、輸出全体に占める比率でウエイト付けした品目 l の PRODY指標の集

計値を計算している。PRODY指標が高い品目の輸出比率が高いほどEXPY指標も高く
なる。
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付注２－３ 無形資産（マクロレベル）の推計

（１）名目フロー系列の推計
情報化資産
受注ソフトウェア
JIP２０１０の資産別名目投資フローにおける受注ソフトウェア投資額を使用。

パッケージ・ソフトウェア
経済産業省「特定サービス産業実態調査」のソフトウェア業の売上高をもとに推計。

自社開発ソフトウェア
受注ソフトウェア投資額に、経済産業省「情報処理実態調査」と経済センサスより求
めた、受注ソフトウェアに対する自社開発ソフトウェア比率を乗ずることで自社開発
ソフトウェアを推計。

データベース
経済産業省「特定サービス産業実態調査」の情報提供サービス業の売上高をもとに、
経済センサスの事業所数を用いて推計。

革新的資産
自然科学分野の研究開発
総務省「科学技術研究調査」における研究開発費の内訳のうち、人件費、原材料費、
その他経費の合計を無形資産投資とする。ただし、「科学技術研究調査」は年度調査
のため、暦年変換している。

資源開発権
石油鉱業連盟資料により、鉱物探査費（広域地質構造調査費、精密地質構造調査費、
国内石油天然ガス基礎調査費の合計）及び探鉱投資額（陸域海域合計、企業と国の合
計）の合計値を無形資産投資とする。

著作権及びライセンス
JIP２０１０の JIP 産業分類No．１～７１、７３～１０７の産業が購入した、JIP２０１０の出版・新聞
業（JIP 産業分類No．９２）やその他の映像・音声・文字情報制作業（JIP 産業分類
No．９３）の名目産出を、無形資産投資とする。

他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発
デザイン
「特定サービス産業実態調査」のデザイン業（調査業種０６）における売上高のデー
タを使って、デザインへの無形資産投資を推計する。

付
注

付注
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ディスプレイ
「特定サービス産業実態調査」のディスプレイ業（調査業種１４）における売上高の
データを使って、ディスプレイへの無形資産投資を推計する。

機械設計
「特定サービス産業実態調査」の機械設計業（調査業種１５）における売上高のデー
タを使って、機械設計分野の無形資産投資を推計する。各産業の調査が行われた年
で、JIP２０１０のその他の対事業所サービス産業（JIP 産業分類No．８８）の名目産出
に対する、「特定サービス産業実態調査」の各産業における売上高の比率を求めた
後、調査が行われていない年の比率を線形補完する。２００３年以降については、２００３
年の比率をそのまま用いる。線形補完後の比率を、再度、JIP２０１０のその他の対事
業所サービス産業の名目産出量に乗ずることで、各年の売上高を推計した。「特定
サービス産業実態調査」が全企業を対象にしていないことから、全企業を対象とし
た経済センサスの企業数を使って、推計した売上高を膨らませる。

建築設計
JIP２０１０のその他の対事業所サービス産業（JIP 産業分類No．８８）の名目産出及び、
産業連関表から部門名・土木建築サービス（列コード８５１９－０３、行コード８５１９－
０３１）の名目産出量を利用して、建築・土木サービスへの無形資産投資を推計する。
金融における製品開発
JIP２０１０の金融業（JIP 産業分類No．６９）、保険業（JIP 産業分類No．７０）の名目中
間投入の合計の２０％を、金融における製品開発の無形資産投資とする。

経済的競争能力
ブランド資産
広告費
他の産業が、広告業（JIP 産業分類No．８５）から購入した名目産出の６０％を無形資
産投資とする。

市場調査
JIP２０１０の情報サービス業（JIP 産業分類No．９１）の名目産出量に対して、経済セ
ンサスより算出した情報提供サービス業の割合を乗ずることで、これを外注分の市
場調査とする。これを２倍（外注分と同程度を自社で行うと仮定）し、そのうち６０％
分を無形資産投資とする。

企業固有の人的資本
On-the-job トレーニング
厚生労働省「就労条件総合調査（旧・賃金労働時間制度総合調査，旧・労働者福祉
施設制度等調査報告）」における常用労働者１人１か月平均教育訓練費を年率換算
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（１２倍）し、JIP２０１０における労働者数をかけて各年の無形資産投資とする。同調
査は毎年調査結果が公表されているが、教育訓練費の調査は１９７２～８５年、８８年、９１
年、９５年、９８年、２００２、０６年に行われている。調査が行われていない期間は、その
期間を挟んだ調査があった年の教育訓練費で伸び率（年率）を計算し、この伸び率
がこの期間で毎年等しく続いたと仮定して補完した。また、２００６年以降の期間は、
２００２年から２００６年での伸び率（年率）がそのまま持続するとして補完している。
Off-the-job トレーニング
先行研究に倣い、On-the-job トレーニングの１．５１倍を無形資産投資とした。

組織構造
組織改革への投資（外注分）
JIP２０１０のその他の対事業所サービス産業（JIP 産業分類No．８８）の名目産出量に
対して、経済センサスより算出した経営管理・コンサルタント業の割合を乗じ、そ
のうちの８０％を組織改革への投資（外注分）の無形資産とする。

組織改革への投資（自社生産分）
法人企業統計年報における役員報酬・役員賞与を暦年変換した上で、その２０％を組
織改革への投資（自社生産分）とする。

（２）実質化
上記で得られたフロー系列を次のデフレーターで除して実質系列を得る。

情報化資産
いずれの項目も JIP２０１０の投資デフレーター

革新的資産
自然科学分野の研究開発 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類９９と１０６
資源開発権 JIP２０１０の投資デフレーター
著作権及びライセンス JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類９２と９３
他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発 JIP２０１０の産出デフレーター
の産業分類６９と７０と８８

経済的競争能力
広告費 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類８５
市場調査 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類９１
企業固有の人的資本 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類８０
組織構造 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類８８

付
注

付注
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１９８０―１９８９１９９０―１９９９２０００―２００７２０００―２００５２００６―２００７ アメリカ（２００６）
情報化資産 １．０％ １．９％ ２．７％ ２．７％ ２．７％ １．６％
受注ソフトウェア ０．４％ ０．８％ １．５％ １．５％ １．６％

－
パッケージ・ソフトウェア ０．０％ ０．１％ ０．１％ ０．１％ ０．１％
自社開発ソフトウェア ０．３％ ０．６％ ０．６％ ０．７％ ０．４％
データベース ０．２％ ０．４％ ０．５％ ０．５％ ０．５％
革新的資産 ３．４％ ３．９％ ４．７％ ４．５％ ５．２％ ４．４％
自然科学分野の研究開発 １．５％ １．９％ ２．４％ ２．３％ ２．６％

２．３％
資源開発権 ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％
著作権及びライセンス ０．８％ ０．８％ １．０％ １．０％ １．０％

２．１％
他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発 １．０％ １．１％ １．４％ １．３％ １．７％

経済的競争能力 ２．８％ ３．０％ ３．２％ ３．２％ ３．３％ ５．５％
ブランド資産 ０．８％ １．０％ １．２％ １．２％ １．３％ １．５％
企業固有の人的資本 ０．７％ ０．６％ ０．６％ ０．６％ ０．７％

４．０％
組織構造 １．２％ １．４％ １．４％ １．４％ １．４％
無形資産 ７．１％ ８．７％ １０．６％ １０．４％ １１．２％ １１．５％

（注）アメリカ（２００６）は、CHS（２００９）により推計されたアメリカの２００６年の値。

（３）ストック系列
実質フロー系列（I）償却率（d）から、下記の推計方法（PI 法）により推計する。デー

タの積み上げ始期は１９８０年からとした。

K t=I t＋（１－d）I t－１＋（１－d）２I t－２＋（１－d）３I t－３＋・・・

また償却率（d）は以下の値を用いた。
情報化資産：３３％
革新的資産：２０％
経済的競争能力
ブランド資産：６０％
企業固有の人的資本：４０％
組織構造：４０％

（４）推計結果（無形資産投資・ストック対民間企業GDP比の推移）
①名目投資フロー
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１９８０―１９８９１９９０―１９９９２０００―２００７２０００―２００５２００６―２００７
情報化資産 ０．９％ １．８％ ２．８％ ２．８％ ２．７％
受注ソフトウェア ０．４％ ０．８％ １．５％ １．５％ １．６％
パッケージ・ソフトウェア ０．０％ ０．１％ ０．１％ ０．１％ ０．１％
自社開発ソフトウェア ０．３％ ０．６％ ０．６％ ０．７％ ０．４％
データベース ０．２％ ０．４％ ０．５％ ０．５％ ０．５％
革新的資産 ３．７％ ４．１％ ４．７％ ４．６％ ５．１％
自然科学分野の研究開発 １．３％ １．９％ ２．４％ ２．３％ ２．５％
資源開発権 ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％
著作権及びライセンス １．１％ １．１％ １．１％ １．１％ １．０％
他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発 １．２％ １．２％ １．３％ １．２％ １．６％

経済的競争能力 ３．２％ ３．１％ ３．１％ ３．１％ ３．１％
ブランド資産 １．０％ １．０％ １．２％ １．２％ １．２％
企業固有の人的資本 ０．８％ ０．７％ ０．６％ ０．５％ ０．６％
組織構造 １．４％ １．４％ １．４％ １．４％ １．３％
無形資産 ７．８％ ９．１％ １０．６％ １０．５％ １０．９％

１９９０―１９９９２０００―２００７２０００―２００５２００６―２００７
情報化資産 ４．９％ ７．７％ ７．７％ ７．９％
受注ソフトウェア ２．０％ ４．１％ ３．９％ ４．６％
パッケージ・ソフトウェア ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．３％
自社開発ソフトウェア １．５％ ２．０％ ２．２％ １．６％
データベース １．１％ １．４％ １．４％ １．５％
革新的資産 １７．８％ ２１．２％ ２１．０％ ２１．９％
自然科学分野の研究開発 ７．６％ １０．２％ １０．０％ １０．９％
資源開発権 ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％
著作権及びライセンス ４．８％ ５．１％ ５．１％ ４．９％
他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発 ５．３％ ５．９％ ５．９％ ５．２％
経済的競争能力 ６．８％ ６．７％ ６．８％ ６．６％
ブランド資産 １．７％ ２．０％ ２．０％ ２．０％
企業固有の人的資本 １．７％ １．４％ １．４％ １．４％
組織構造 ３．４％ ３．４％ ３．４％ ３．２％
無形資産 ２９．５％ ３５．７％ ３５．４％ ３６．４％

（注）名目値は名目GDPで、実質値は実質GDPでそれぞれ除している。

②実質投資フロー

③実質ストック

付
注

付注
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１９９１―１９９５ １９９６―２０００ ２００１―２００５ ２００６―２００７
実質 GDP成長率 ０．７７％ ０．６０％ １．４０％ ２．５３％
労働投入の寄与 －０．１０％ －０．４６％ －０．３１％ ０．７１％
固定資産の寄与 １．２３％ ０．６２％ ０．４１％ ０．４５％
無形資産の寄与 ０．４６％ ０．４６％ ０．３６％ ０．４４％
TFP成長率の寄与 －０．８２％ －０．０３％ ０．９４％ ０．９３％

（参考）成長会計の試算

上記で推計した無形資産を用いて、実質GDP成長率への、全要素生産性（TFP）、労働
（L）、固定資産（K t）、無形資産（K i）の各要素の寄与を下式によって試算した。

（試算に用いた式）：∂lnYt

∂t
＝∂lnTFPt

∂t
＋ωL

∂lnLt

∂t
＋ωKt

∂lnK t
t

∂t
＋ωKi

∂lnK i
t

∂t

ただし、∂lnYt

∂t
：t 期の実質GDP成長率、∂lnTFPt

∂t
：t 期のTFP成長率、

∂lnLt

∂t
：t 期の労働投入の成長率、∂lnK t

t

∂t
：t 期の固定資産の成長率、

∂lnK i
t

∂t
：t 期の無形資産の成長率、

ωL：t 期の労働投入のコストシェア、ωKt：t 期の固定資産のコストシェア、

ωKi：t 期の無形資産のコストシェア

〈成長会計の試算結果〉

なお、実質GDP成長率に無形資産の寄与を加えられていない点、ソフトウェア投資を二
重計上している点には留意が必要であり、結果については幅を持ってみる必要がある。
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付注２－４ 無形資産ストック（企業レベル）推計について

本文では無形資産のフローについて①研究開発、②ブランド資産への投資（広告・宣伝費
の６０％）、③組織改革への投資（役員報酬の２０％）の３つの区分で推計しているが、ストッ
ク系列についてはデータの制約から②と③は販売費及び一般管理費（販管費）の系列で一括
して推計した。
推計はHulten（２０１０）、Hulten and Hao（２００８）を踏まえ、研究開発費の全額、販管費の

３０％を PI 法で積み上げる方法で推計した。
研究開発費については、１９９８年の「研究開発費に係る会計基準」において研究開発費の総

額を財務諸表に注記することが求められたことからこの系列を使用している。それ以前につ
いては販管費の中に「試験研究費」や「開発費」の科目が存在しているが、諸外国の研究開
発費の定義と整合的ではない等の理由から使用しなかった。作成には日経NEEDSデータ
ベースで取得できる最も古い年から PI 法でストック化している。PI 法でストック化する際
の償却率は年２５％である。
広告・宣伝費と役員報酬のデータが連続して十分に存在しないことから販管費で代理して

いる。先行研究を踏まえ販管費の３０％を１９７９年から取得し、PI 法で積み上げている。ス
トック化する際の償却率は年３０％である。

付
注

付注
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被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

外国人
持株比率

係数
ｔ値

０．０１
１．４２

０．０２
４．８６＊＊＊

０．０２
１．９６＊＊

流動性 係数
ｔ値

４．９７
１７．５１＊＊＊

０．００
－１５．１７＊＊＊

４．９４
１１．６５＊＊＊

資産 係数
ｔ値

０．０１
０．１５

－０．０８
－２．４４＊＊

０．０４
０．５３

サンプル数 １，６２２ １，８９０ ９４１

付注２－５ 株式保有構造と無形資産投資

本分析では、２００３年度、２００６年度、２００９年度における上場企業の株式保有構造が無形資産
投資にどのような影響を与えたかについて、クロスセクション分析をしている。データベー
スは日経NEEDS、日経NEEDS-Gges を用い、上場企業が対象である。

推計式は以下の通りで、業種ダミー変数を用いて推計している。

無形資産投資 i＝c＋αFRGNi＋βLiquidityi＋γAsseti＋εi ①
無形資産投資 i＝c＋δINSTi＋θLiquidityi＋μAsseti＋εi ②

無形資産投資：以下の投資を指す。
R&D：研究開発費の対売上高比率
Brand：広告・宣伝費の６０％の対売上高比率
Intangibles：無形資産合計（＝R&D＋Brand＋Org）の対売上高比率
Org：組織資本（役員報酬の２０％）の対売上高比率

FRGN：外国人持株比率（有価証券報告書記載の外国人保有比率）
INST：機関投資家持株比率（外国人持株比率（除く外国法人判明分）＋信託勘定株式保

有比率＋生保特別勘定株式保有比率）
Liquidity：売上高流動性比率（現預金＋有価証券／売上高）
Asset：総資産の対数値

２００９年度の無形資産の合計についてはサンプル数が少ないため推計していない。

①外国人持株比率
２００３年度
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被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

外国人
持株比率

係数
ｔ値

０．０２
２．０５＊＊

０．０２
４．４８＊＊＊

０．０３
２．８７＊＊＊

流動性 係数
ｔ値

５．０７
１４．９９＊＊＊

０．００
－４．１６＊＊＊

５．３８
１０．８６＊＊＊

資産 係数
ｔ値

０．００
－０．０７

－０．１５
－３．８８＊＊＊

－０．０７
－０．８２

サンプル数 １，７３８ １，９６５ ９１８

被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

外国人
持株比率

係数
ｔ値

０．０２
１．９１＊

０．０２
２．９１＊＊＊

－
－

流動性 係数
ｔ値

５．３７
１６．０１＊＊＊

０．００
－１．７１＊

－
－

資産 係数
ｔ値

０．０４
０．６１

－０．１９
－３．２５＊＊＊

－
－

サンプル数 １，７７６ １，００７ －

被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

機関投資家
持株比率

係数
ｔ値

０．０１
２．３＊＊

０．０２
４．２５＊＊＊

０．０３
３．０４＊＊＊

流動性 係数
ｔ値

４．５５
１９．８１＊＊＊

０．００
－１５．４＊＊＊

４．９２
１１．７１＊＊＊

資産 係数
ｔ値

０．０５
０．８０

－０．０９
－２．５９＊＊＊

－０．０７
－０．７０

サンプル数 １，５８３ １，８１６ ９２５

２００６年度

２００９年度

②機関投資家持株比率
２００３年度

付
注

付注
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被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

機関投資家
持株比率

係数
ｔ値

０．０１
１．７５＊

０．０２
４．２＊＊＊

０．０２
３．０３＊＊＊

流動性 係数
ｔ値

５．１６
１５．４１＊＊＊

０．００
－４．１５＊＊＊

５．４７
１１．２１＊＊＊

資産 係数
ｔ値

０．００
０．０５

－０．１７
－４．０２＊＊＊

－０．１０
－１．１７

サンプル数 １，７２５ １，９４１ ９１７

被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

機関投資家
持株比率

係数
ｔ値

０．０２
２．１５＊＊

０．０３
３．８３＊＊＊

－
－

流動性 係数
ｔ値

５．３５
１５．９２＊＊＊

０．００
－１．７７＊

－
－

資産 係数
ｔ値

０．００
０．０１

－０．２７
－４．０３＊＊＊

－
－

サンプル数 １，７５７ ９８９ －

２００６年度

２００９年度

＊＊＊、＊＊、＊はそれぞれ１％、５％、１０％で有意を示す。
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研究開発費 広告・宣伝費 組織資本 無形資産
係数 ０．０１ ０．０５ ０．６８ ０．０２
ｔ値 ＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

標準偏差 ２．５３ １．２３ ０．１０ ２．９４

研究開発費 広告・宣伝費 組織資本 無形資産
係数 ０．０５ ０．１２ １．０９ ０．０７
ｔ値 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

標準偏差 ２．５２ １．０６ ０．１２ ２．８９

付注２－６ 無形資産とトービンの qについて

本分析では、リーマンショック前の状況を把握するため２００４年度から２００６年度の３年平均
のトービンの qについて２００６年度における無形資産の売上比率で説明する回帰分析を行っ
た。
データベースは日経NEEDS、日経NEEDS-Gges を用い、上場企業を対象にしている。

推計式は以下の通り

AVEqi＝c＋αR&Di＋βBrandi＋γOrgi＋εi ①
AVEqi＝c＋δIntangiblesi＋εi ②

AVEq：トービンの qの３年平均
R&D：研究開発費の対売上高比率
Brand：広告・宣伝費の６０％の対売上高比率
Org：組織資本（役員報酬の２０％）の対売上高比率
Intangibles：無形資産（＝R&D＋Brand＋Org）

海外売上高比率３０％以下（２０７社）

海外売上高比率３０％以上（２０４社）

＊＊＊、＊＊はそれぞれ１％、５％で有意を示す。

付
注
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第一主成分 第二主成分
固有値 ４．７８７ １．９９５
寄与率 ０．３６８ ０．１５３
累積寄与率 ０．３６８ ０．５２２

固
有
ベ
ク
ト
ル

平均就業年数（全年齢、男性） ０．３６２ ０．２３６
失業者の就業確率 －０．３７９ －０．０９９
就業者の失業確率 －０．３９３ －０．００４
高等教育学生に占める博士課程学生数 －０．１２０ ０．４２５
高等教育卒業率 －０．３４８ ０．０６１
民間企業R&D支出対 GDP比 －０．２６９ ０．４７６
高等教育部門のR&D支出のうち民間から資金調達したものの割合 －０．０２３ －０．０４１
ベンチャーキャピタル投資対GDP比 －０．３４８ ０．０８２
（株式時価総額＋社債時価総額）／金融市場 －０．２７０ ０．２１７
起業活動従事者シェア －０．２０３ －０．４８０
対内直接投資残高／ GDP －０．２３２ －０．１４２
製品市場規制指標 ０．２７０ ０．１６５
総労働時間 ０．０３０ －０．４３４

付注３－１ イノベーションシステムの主成分分析、クラスター分析について

１．主成分分析の結果は以下のとおり。

２．クラスター分析とは、いくつかのパラメータを持つ個体をグループ化するための手法で
ある。ここでは、第３－３－１３図（１）の主成分分析と同様の指標を用い、ウォード法に
より各国をグループ化した。第３－３－１３図（２）及び第３－３－１４図（２）に示した樹
形図（デンドログラム）は、横軸がクラスターを結合した際の距離を表しており、横軸を
適当な位置で切ることによって、クラスターの分類ができるという構造を持っている。
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指 標 出 所
公的企業の範囲 OECD－１
直接的支配 OECD－１
指揮命令及びコントロール規制の使用 OECD－１
価格コントロール OECD－１
企業に対する行政上の負担 OECD－１
オーナー企業に対する行政上の負担 OECD－１
特定部門に対する行政上の負担 OECD－１
許認可システム OECD－１
コミュニケーションとルール、手続きの簡素化 OECD－１
公的な参入障壁 OECD－１
独占禁止法の適用免除 OECD－１
サービス業への規制 OECD－１
直接投資への障壁 OECD－１
差別的な手続き OECD－１
関税 OECD－１
規制障壁 OECD－１

付注３－２ 伝統的な分類軸による経済システムの類型化について

クラスター分析には、アマーブル（２００５）の方法に基づき、製品市場、金融、労働市場、
教育、社会保障の５分野に関しての代表的な指標を用いた。用いた指標の一覧は以下のとお
り。

（１）製品市場

付
注

付注
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指 標 出 所
銀行の純利子所得／総資産 OECD－２
銀行の利子以外の所得／総資産 OECD－２
銀行の純所得／総資産 OECD－２
銀行の税引き前利益／総資産 OECD－２
銀行の銀行間預金／総資産 OECD－２
銀行の貸出／総資産 OECD－２
銀行の証券／総資産 OECD－２
銀行のその他資産／総資産 OECD－２
銀行の総資産対GDP比 OECD－２
保険会社・年金基金の金融資産対GDP比 OECD－２
保険会社・年金基金のポートフォリオに占める貸付金の割合 OECD－２
保険会社・年金基金のポートフォリオに占める株式の割合 OECD－２
保険会社・年金基金のポートフォリオに占める株式以外の証券の割合 OECD－２
保険会社・年金基金のポートフォリオに占めるその他の金融資産の割合 OECD－２
ベンチャーキャピタル投資対GDP比 OECD－３
株式時価総額対GDP比 WDI
株式市場出来高対GDP比 WDI
株式市場回転率 WDI
民間債券市場の時価総額対GDP比 WDI
公債市場の時価総額対GDP比 WDI
銀行の集中度 WDI
銀行の純利ざや WDI
外国銀行のシェア（資産） WDI
株主の権利 IMD
外国人投資家 IMD
民間信用対GDP比 IMD

（２）金融
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指 標 出 所
解雇通知に関する手続き OECD－４
解雇通知に至る期間 OECD－４
解雇の予告期間 勤続９か月 OECD－４
解雇の予告期間 勤続４年 OECD－４
解雇の予告期間 勤続２０年 OECD－４
解雇手当 勤続９か月 OECD－４
解雇手当 勤続４年 OECD－４
解雇手当 勤続２０年 OECD－４
不当解雇の定義 OECD－４
試用期間 OECD－４
有期雇用契約利用の有効条件 OECD－４
有期雇用契約の最大連続更新回数 OECD－４
有期雇用契約の最長連続累積期間 OECD－４
派遣契約が可能な業務の種類 OECD－４
派遣契約の更新回数の制限 OECD－４
派遣契約の更新回数の制限最長累積派遣期間 OECD－４
集団解雇の定義 OECD－４
追加的な解雇通知要件 OECD－４
追加的な解雇予告期間 OECD－４
その他の使用者へのコスト OECD－４
労働組合組織率 OECD－２
訓練に関する公的支出対GDP比 OECD－２
ジョブローテーション、ジョブシェアリングに関する公的支出対GDP比 OECD－２
雇用助成に関する公的支出対GDP比 OECD－２
雇用創出に関する公的支出対GDP比 OECD－２
新規事業に関する公的支出対GDP比 OECD－２
失業補償に関する公的支出対GDP比 OECD－２
早期退職に関する公的支出対GDP比 OECD－２
雇用者比率（男性） OECD－２
雇用者比率（女性） OECD－２
雇用者比率（男女計） OECD－２
税のくさび（単身者） OECD－２
税のくさび（既婚者） OECD－２
総所得代替率 OECD－５
労使関係 IMD

（３）労働市場

付
注

付注
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指 標 出 所
生徒一人当たり支出対GDP比（中等教育） OECD－６
生徒一人当たり支出対GDP比（高等教育） OECD－６
生徒一人当たり支出対GDP比（全レベル） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（初等～中等、公的） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（初等～中等） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（高等、公的） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（高等） OECD－６
最終学歴が前期中等教育以下の割合（２５～６４歳） OECD－６
最終学歴が後期中等教育の割合（２５～６４歳） OECD－６
最終学歴が高等教育の割合（２５～６４歳） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（全レベル） OECD－６
雇用率（前期中等教育以下） OECD－６
雇用率（後期中等教育） OECD－６
雇用率（高等教育） OECD－６
失業率（前期中等教育以下、男） OECD－６
失業率（後期中等教育、男） OECD－６
失業率（高等教育、男） OECD－６
失業率（前期中等教育以下、女） OECD－６
失業率（後期中等教育、女） OECD－６
失業率（高等教育、女） OECD－６
高等教育の分野別卒業者数の割合、教育 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、人文・芸術 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、社会科学・法律 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、科学 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、工学 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、農学 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、医療・福祉 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、サービス OECD－２
従業員訓練 IMD
熟練労働者 IMD
中等教育進学率 IMD
高等教育卒業率 IMD
教員当たり生徒数（初等教育） UNESCO
教員当たり生徒数（中等教育） UNESCO

（４）教育
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指 標 出 所
社会保障関連公的支出対GDP比、高齢者 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、遺族 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、障害者 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、医療 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、家族 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、労働市場 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、失業者 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、その他 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、合計 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、高齢者 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、遺族 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、障害者 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、医療 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、家族 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、労働市場 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、失業者 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、その他 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、合計 OECD－２
税収総額対GDP比 OECD－２
所得課税対GDP比 OECD－２
所得課税対税収総額比 OECD－２
個人所得課税対GDP比 OECD－２
個人所得課税対税収総額比 OECD－２
法人所得課税対GDP比 OECD－２
法人所得課税対税収総額比 OECD－２
社会保障負担金対GDP比 OECD－２
社会保障負担金対税収総額比 OECD－２
雇用者の社会保障負担金対GDP比 OECD－２
雇用者の社会保障負担金対税収総額比 OECD－２
雇用主の社会保障負担金対GDP比 OECD－２
雇用主の社会保障負担金対税収総額比 OECD－２
自営業者の社会保障負担金対GDP比 OECD－２
自営業者の社会保障負担金対税収総額比 OECD－２
雇用者及び労働力人口に対する課税対GDP比 OECD－２
雇用者及び労働力人口に対する課税対税収総額比 OECD－２
資産課税対GDP比 OECD－２
資産課税対税収総額比 OECD－２
財・サービスへの課税対GDP比 OECD－２

（５）社会保障

付
注
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財・サービスへの課税対税収総額比 OECD－２
生産・販売への課税対GDP比 OECD－２
生産・販売への課税対税収総額比 OECD－２
一般消費課税対GDP比 OECD－２
一般消費課税対税収総額比 OECD－２
特定の財・サービスへの課税対GDP比 OECD－２
特定の財・サービスへの課税対税収総額比 OECD－２

（備考）出所の詳細については以下の通り。
OECD－１：OECD“OECD Indicators of Product Market Regulation”
OECD－２：OECD“OECD. Stat”
OECD－３：OECD“OECD Science Technology and Industry Outlook”
OECD－４：OECD“OECD Indicators of Employment Protection”
OECD－５：OECD“Pensions at a Glance”
OECD－６：OECD“Education at a Glance”
WDI：World Bank“World Development Indicators”
IMD：IMD“World Competitiveness Database”
UNESCO：UNESCO Institute for Statistics
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